
令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 154 高齢者世話付住宅生活援助員派遣等事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 高齢者福祉

主管課名 長寿介護課 課長名 深谷　文雄
この事務事業の開始時期 平成13(2001)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市高齢者世話付住宅生活援助員派遣等事業実施要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）に居住する 高齢者世話付き住宅（シルバーハウジング）に居住す
人に対し、生活援助員を派遣することにより、居住者 るひとり暮らしの高齢者又は高齢者世帯に生活援助員
が自立して安全かつ快適な生活を営むことができるよ を派遣し相談、緊急時に対応する。ひとり暮らしの高
う支援する。 齢者又は高齢者世帯が安全かつ快適な生活を営むため
[対象] には必要である。
・65歳以上の夫婦のみ世帯(配偶者は60歳以上）
・6

令

5歳以上の親族からな

和

る二人世帯(同居者は

 

60歳以
上）
・65歳

4

以上の単身世帯
【ＳＤ

年

Ｇｓの取組：３】
高齢

度

者世話付住宅生活援助

（

業務委託をし、生活援

3

助員に入居者の生活を

年

見守り、生
R3年度に

度

実施した具体的な 活指

実

導や相談、日常生活の

施

援助や安否確認を行い

分

、安心して生活を営め

）

るようにし
事業の方法

事

、手順、指標に対す た

務

。
る成果等

事務事業を

事

取り巻く状況は過去と

業

比べ変化しているか (

目

1)活動指標（事務事

的

業の活動量を表す指標

評

）

高齢者人口が増加し

価

ている。 名称 単位
① 生

表

活援助員が訪問、電話

様

した回数 回
変 化

②
内

式

 容

対象(この事業の

1

対象、範囲となる人、

-

物) (2)対象指標（

1

対象の大きさを表す指

記

標）

・65歳以上の夫

入

婦のみ世帯(配偶者は

日

60歳以上） 名称 単位

令

・65歳以上の親族か

和

らなる二人世帯(同居

0

者は60歳以上） ① シ

4

ルバーハウジング入居

年

者 人
・65歳以上の単

1

身世帯 ②
目的(この事

2

業によって上記対象を

月

どのような状態にした

0

いのか) (3)成果指

8

標（目的の達成度を示

日

す指標）

安心して生活

１

を営めるようにしたい

事

。 名称 単位
① 生活援助

務

員が訪問、電話した回

事

数 回
②

結果(上位基本

業

事業の意図) (4)結

の

果の成果指標（上位基

現

本事業の成果指標）

安

状

心して住み慣れた地域

　

で生活してもらう 名称

Ｐ

単位
① 高齢者福祉の取

Ｌ

組の市民満足度割合 ％

Ａ

②

事務事業の各種指標

Ｎ

の実績と見込及び目標

及

R2年度 R3年度 R3

び

年度 R4年度 R5年度

Ｄ

R6年度 R7年度
指標

Ｏ

 ＼ 年度 単位
実績値

事

計画値 実績値 計画値 目

務

標値 目標値 目標値
(1

事

)の ① 回 7,365 7

業

,865 7,463 7

名

,865 7,865 7

N

,865 7,865
活

o

動指標 ②
(2)の ① 人

.

45 50 46 50 50

1

50 50
対象指標 ②
(

5

3)の ① 回 7,365

4

7,865 7,463

高

7,865 7,865

齢

7,865 7,865

者

成果指標 ②
(4)の結

世

果の ① ％ 63 65.5

話

74 74 74 74 74

付

成果指標 ②
予算費目 会

住

計 01 一般会計 款 0

宅

3 項 01 目 06

コスト

生

年度 R2年度 R3年度

活

R3年度 R4年度 R5

援

年度 R6年度 R7年度

助

実績値 計画値 実績値 計

員

画値 目標値 目標値 目標

派

値
事業費(決算又は予

遣

算額)Ａ 単位 5,26

等

4 5,424 5,07

事

4 5,420 5,57

業

5 5,757 5,92

政

2

財
源
内
訳

 国庫支出

策

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

こ

 県支出金 千円 0 0 0

の

0 0 0 0
 地方債 千円

事

0 0 0 0 0 0 0
 その

務

他 千円 0 0 0 0 0 0 0

事

 一般財源 千円 5,2

業

64 5,424 5,0

施

74 5,420 5,5

策

75 5,757 5,9

の

22
人件費Ｂ 千円 2,

位

232 2,232 2,

置

232 2,232 2,

基

232 2,232 2,

本

232
正職員従事時間

事

×人数 時間×人 300

業

× 2 300× 2 300

主

× 2 300× 2 300

管

× 2 300× 2 300

課

× 2
正職員以外の人件

名

費 千円 0 0 0 0 0 0 0

課

その他の費用Ｃ 千円 0

長

0 58 58 58 58 5

名

8
トータルコストA+

こ

B+C 千円 7,496

の

7,656 7,364

事

7,710 7,865

務

8,047 8,212

事

単位あたりコスト ① 千

業

円/人 166.6 15

の

3.1 160.1 15

開

4.2 157.3 16

始

0.9 164.2
（ﾄ

時

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

期

の対象指標）② 千円/

事

0 0 0 0 0 0 0

1

務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

はありませ
■ ない

んか

業

？

高齢社会の進行に伴

名

い、高齢者の見守りが

N

より必要となるため、

o

目的
事業進展等による

.

環境変化 □ ある
を見直

1

す必要はない。
に伴い

5

、目的を見直す（目
そ

4

の理由
的の追加・拡充

高

又は絞込）

必要はあり

齢

ませんか？ ■ ない

有
効

者

性

入居者がシステムの

世

操作に理解を深めて、

話

誤報を減少させる。
今

付

以上に事業の成果を向

住

上

させる方法を記入し

宅

て下さ

い。 内　容
※(

生

3)の成果指標を向上

活

させる

　ことはできま

援

すか？

入居者に対し十

助

分援助している。
目的

員

達成状況 内　容

□民間

派

への一部委託 ■民間へ

遣

の全部委託
市関与の必

等

要性 □指定管理 □補助

事

金・負担金助成 □市の

業

直営
内　容

　（実施手

２

法） 高齢者世話付住宅

評

生活援助業務委託

効
率

価

性

事業の統廃合により

　

事業の成果を向上させ

Ｃ

ることができない。
事

Ｈ

務事業の統廃合により

Ｅ

、

事業の効率化を図り

Ｃ

、成果
内　容

を向上さ

Ｋ

せる方法を記入し

て下

目

さい。

事業費を削減す

的

ると、見守り回数が減

妥

少するためできない。

当

現状より事業費・人件

性

費を

削減する方法を記

こ

入して下

さい。（仕様

の

の変更、外部 内　容
委

事

託、従事時間の削減等

業

は

できないか？)

公
平

の

性

適正である。
□ ある

必

■ 現状で適正
受益者負

要

担はありますか？

また

性

、受益者負担割合は適

は

■ ない □ 検討が必要 内

薄

　容
正ですか？

□ 受益

れ

者がいない

３
改
革
改
善

て

案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

なし

得

なし
事業実施上の課題

ら

、住
民・議会等からの

れ

意見 意　見 対応策
と対

て

応策

高齢者世話付住宅

い

生活援助業務委託 継続

る

して実施するため、前

い

年度と同
R4年度の事

ま

業計画は前 変　更
。生

せ

活援助員が入居者の生

ん

活を見守 様・同規模で

か

実施。
年度から変更・

。

追加は 前年度 ・
りした

十

。
あるか 追　加

今後の

分

事業・コスト・成果の

な

方向性 今後の事業の方

成

向性、改革・改善案
※

果

今年度からの具体的な

が

事業の進め方、手段の

理

見直し等、各方向性の

　

内容

　　　　　　　　

由

　□　拡大 高齢社会の

得

進行に伴い、高齢者の

ら

見守りが必要となる
　

れ

　　　　　　　　□　

て

改善 ことから、生活援

い

助員が入居者の援助を

ま

行い、今後も
　　　　

す

　　　　　■　現状維

か

持 継続して事業を実施

？

する。
　　　　　　　

得

　　□　縮小
　　　　

ら

　　　　　□　統合
　

れ

　　　　　　　　□　

て

完了
　　　　　　　　

い

　□　廃止・休止
コス

な

トの方向性
　　　　　

い

　　　　→　維持
成果

事

の方向性
　　　　　　

業

　　　→　維持

2

進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 154 高齢者世話付住宅生活援助員派遣等事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

シルバーハウジングの入居者が、見守り援助を受けながら安
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

心して生活をしている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

シルバーハウジング

様

入居者を事業の対象と

式

しているため、対象の

1

見直
事業進展等による

-

環境変化
□ ある しを行

2

う必要はない。
に伴い

事

、対象を見直す（拡
そ

務

の理由
大・縮小）必要



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 155 老人保護措置事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 高齢者福祉

主管課名 長寿介護課 課長名 深谷　文雄
この事務事業の開始時期 昭和63(1988)年4月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 老人福祉法第11条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

老人福祉法の規定に基づき、家庭環境や経済上の理由 養護老人ホームに入所措置された人には、1月につき7
により、家庭で生活することが困難なため養護老人ホ ,500円の生活補給金を支給（収入のある場合はその金
ーム等への入所が必要であると「入所判定審査会」が 額を控除して支給）
判断したときは、当該高齢者を養護老人ホーム等に入 みよし市内には養護老人ホームがないため、他市町村
所措置する。虐待を受けている高齢者を緊急的に養護 の養護老人ホームに入所を委託している。
老人ホーム等に入所措置する。 介護認定を受けている

令

場合は特別養護老人ホ

和

ームに入
[対象] 所措

 

置するが、介護保険制

4

度を利用しての入所と

年

なる
・65歳以上で、

度

環境上の理由及び経済

（

的理由により家 。
庭で

3

生活することが困難な

年

高齢者  
【ＳＤＧｓの

度

取組：３、11】
養護

実

老人ホームに２名（継

施

続）、特別養護老人ホ

分

ームに２名（新規）の

）

入所措置を
R3年度に

事

実施した具体的な 講じ

務

た。
事業の方法、手順

事

、指標に対す  
る成果

業

等

事務事業を取り巻く

目

状況は過去と比べ変化

的

しているか (1)活動

評

指標（事務事業の活動

価

量を表す指標）

変化な

表

し 名称 単位
① 措置をし

様

た人数 人
変 化

②
内 

式

容

対象(この事業の対

1

象、範囲となる人、物

-

) (2)対象指標（対

1

象の大きさを表す指標

記

）

市内在住の65歳以

入

上で、環境上及び経済

日

的な理由で居宅で養護

令

を 名称 単位
受けること

和

が困難な人 ① 措置の対

0

象となる人数 人
②

目的

4

(この事業によって上

年

記対象をどのような状

1

態にしたいのか) (3

2

)成果指標（目的の達

月

成度を示す指標）

養護

0

老人ホーム等へ入所が

8

必要な場合、老人保護

日

措置をする 名称 単位
①

１

措置申請をした人数 人

事

②

結果(上位基本事業

務

の意図) (4)結果の

事

成果指標（上位基本事

業

業の成果指標）

養護老

の

人ホーム等に入所する

現

ことにより、環境上及

状

び経済上問題 名称 単位

　

なく安心して生活する

Ｐ

ことができる ① 措置さ

Ｌ

れた高齢者の人数 人
②

Ａ

事務事業の各種指標の

Ｎ

実績と見込及び目標

R

及

2年度 R3年度 R3年

び

度 R4年度 R5年度 R

Ｄ

6年度 R7年度
指標 

Ｏ

＼ 年度 単位
実績値 計

事

画値 実績値 計画値 目標

務

値 目標値 目標値
(1)

事

の ① 人 3 3 4 3 3 3 3

業

活動指標 ②
(2)の ①

名

人 3 3 4 3 3 3 3
対象

N

指標 ②
(3)の ① 人 3

o

3 4 3 3 3 3
成果指標

.

②
(4)の結果の ① 人

1

3 3 4 3 3 3 3
成果指

5

標 ②
予算費目 会計 01

5

 一般会計 款 03 項 0

老

1 目 06

コスト 年度 R

人

2年度 R3年度 R3年

保

度 R4年度 R5年度 R

護

6年度 R7年度
実績値

措

計画値 実績値 計画値 目

置

標値 目標値 目標値
事業

事

費(決算又は予算額)

業

Ａ 単位 4,074 8,

政

950 5,453 8,

策

980 5,923 5,

こ

923 5,923

財
源

の

内
訳

 国庫支出金 千円

事

0 0 0 0 0 0 0
 県支

務

出金 千円 0 0 0 0 0 0

事

0
 地方債 千円 0 0 0

業

0 0 0 0
 その他 千円

施

1,428 1,933

策

1,206 1,111

の

1,111 1,111

位

1,111
 一般財源

置

千円 2,646 7,0

基

17 4,247 7,8

本

69 4,812 4,8

事

12 4,812
人件費

業

Ｂ 千円 2,232 2,

主

232 2,232 2,

管

232 2,232 2,

課

232 2,232
正職

名

員従事時間×人数 時間

課

×人 300× 2 300

長

× 2 300× 2 300

名

× 2 300× 2 300

こ

× 2 300× 2
正職員

の

以外の人件費 千円 0 0

事

0 0 0 0 0
その他の費

務

用Ｃ 千円 233 233

事

208 208 208 2

業

08 208
トータルコ

の

ストA+B+C 千円 6

開

,539 11,415

始

7,893 11,42

時

0 8,363 8,36

期

3 8,363
単位あた

事

りコスト ① 千円/人 2

務

,179.7 3,80

区

5 1,973.3 3,

分

806.7 2,787

法

.7 2,787.7 2

定

,787.7
（ﾄｰﾀ

受

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

託

象指標）② 千円/ 0 0

事

0 0 0 0 0

1

務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

境変化 □ ある
に伴い、

業

目的を見直す（目
その

名

理由
的の追加・拡充又

N

は絞込）

必要はありま

o

せんか？ ■ ない

有
効
性

.

事業の主旨は、対象者

1

となる高齢者がいれば

5

その人に適した対処を

5

するもので
今以上に事

老

業の成果を向上
あるた

人

め、成果を向上させる

保

ものではない。
させる

護

方法を記入して下さ

い

措

。 内　容
※(3)の成

置

果指標を向上させる

　

事

ことはできますか？

対

業

象者が発生すれば１０

２

０％達成できる。
目的

評

達成状況 内　容

□民間

価

への一部委託 □民間へ

　

の全部委託
市関与の必

Ｃ

要性 □指定管理 □補助

Ｈ

金・負担金助成 ■市の

Ｅ

直営
内　容

　（実施手

Ｃ

法） 措置費

効
率
性

統廃

Ｋ

合することができない

目

。
事務事業の統廃合に

的

より、

事業の効率化を

妥

図り、成果
内　容

を向

当

上させる方法を記入し

性

て下さい。

定められた

こ

金額なので削減できな

の

い。
現状より事業費・

事

人件費を

削減する方法

業

を記入して下

さい。（

の

仕様の変更、外部 内　

必

容
委託、従事時間の削

要

減等は

できないか？)

性

公
平
性

本人の所得等に

は

応じた自己負担が決め

薄

られている
■ ある ■ 現

れ

状で適正
受益者負担は

て

ありますか？ 。
また、

得

受益者負担割合は適 □

ら

ない □ 検討が必要 内　

れ

容
正ですか？

□ 受益者

て

がいない

３
改
革
改
善
案

い

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

なし な

る

し
事業実施上の課題、

い

住
民・議会等からの意

ま

見 意　見 対応策
と対応

せ

策

養護老人ホームに２

ん

名、特別養護老 案件が

か

発生すれば同様に対応

。

する。
R4年度の事業

十

計画は前 変　更
人ホー

分

ムに２名の入所措置を

な

講じた
年度から変更・

成

追加は 前年度 ・
。

ある

果

か 追　加
 

今後の事業

が

・コスト・成果の方向

理

性 今後の事業の方向性

　

、改革・改善案
※今年

由

度からの具体的な事業

得

の進め方、手段の見直

ら

し等、各方向性の内容

れ

　　　　　　　　　□

て

　拡大 高齢化の進展、

い

また本市には矯正施設

ま

（名古屋刑務所
　　　

す

　　　　　　□　改善

か

）があることから、老

？

人ホームへの入所措置

得

の必要な
　　　　　　

ら

　　　■　現状維持 高

れ

齢者が増加すると予測

て

される。また、高齢者

い

への虐
　　　　　　　

な

　　□　縮小 待事例も

い

増加しており、緊急措

事

置についても増加が予

業

　　　　　　　　　□

進

　統合 測される。
　　

展

　　　　　　　□　完

等

了 今後も継続して事業

に

を実施する。
　　　　

よ

　　　　　□　廃止・

る

休止
コストの方向性
　

環

　　　　　　　　↓　

境

減少
成果の方向性
　　

変

　　　　　　　→　維

化

持

2

ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 155 老人保護措置事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

家庭環境や経済上の理由により、家庭で生活すること困難な
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

人がいるため、無くすことのできない制度である。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

老人福祉法で定められている。
事業進

様

展等による環境変化
□

式

ある  
に伴い、対象を

1

見直す（拡
その理由

大

-

・縮小）必要はありま

2

せ
■ ない

んか？

老人福

事

祉法で定められている

務

。
事業進展等による環



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 156 敬老金支給事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 高齢者福祉

主管課名 長寿介護課 課長名 深谷　文雄
この事務事業の開始時期 昭和56(1981)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市敬老金支給要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

多年にわたり社会の進展に貢献した高齢者に対し、敬 80歳と85歳の者には、5,000円
老金を支給することにより長寿を祝福し、社会福祉の 90歳と95歳の者には、10,000円
向上に寄与することを目的とする。 100歳以上の者には、30,000円
市内在住の80歳、85歳、90歳、95歳、100歳以上の者
を対象に、民生委員が各戸訪問し配布する。
【ＳＤＧｓの取組：３】

市内在住の80歳、85歳に5,000円、90歳、95歳に10,000円、100歳以上に30,000円の
R3年度に実施した具体的な 敬老金を銀行

令

振込にて支給した。
事

和

業の方法、手順、指標

 

に対す  
る成果等

事務

4

事業を取り巻く状況は

年

過去と比べ変化してい

度

るか (1)活動指標（

（

事務事業の活動量を表

3

す指標）

高齢者人口が

年

増加している。 名称 単

度

位
① 敬老金の支給対象

実

人数 人
変 化

②
内 容

施

対象(この事業の対象

分

、範囲となる人、物)

）

(2)対象指標（対象

事

の大きさを表す指標）

務

市内在住の80歳、8

事

5歳、90歳、95歳

業

、100歳以上の人 名

目

称 単位
① 敬老金の支給

的

対象人数 人
②

目的(こ

評

の事業によって上記対

価

象をどのような状態に

表

したいのか) (3)成

様

果指標（目的の達成度

式

を示す指標）

多年にわ

1

たり社会の進展に貢献

-

した高齢者に対し、敬

1

老金を支給 名称 単位
す

記

ることにより感謝の意

入

を表する。 ① 敬老金の

日

支給対象人数 人
②

結果

令

(上位基本事業の意図

和

) (4)結果の成果指

0

標（上位基本事業の成

4

果指標）

安心して住み

年

慣れた地域で生活して

1

もらう 名称 単位
 ① 高

2

齢者福祉の取組の市民

月

満足度割合 ％
②

事務事

0

業の各種指標の実績と

8

見込及び目標

R2年度

日

R3年度 R3年度 R4

１

年度 R5年度 R6年度

事

R7年度
指標 ＼ 年

務

度 単位
実績値 計画値 実

事

績値 計画値 目標値 目標

業

値 目標値
(1)の ① 人

の

772 863 861 9

現

45 1,225 1,2

状

55 1,133
活動指

　

標 ②
(2)の ① 人 77

Ｐ

2 863 861 945

Ｌ

1,225 1,255

Ａ

1,133
対象指標 ②

Ｎ

(3)の ① 人 772 8

及

63 861 945 1,

び

225 1,255 1,

Ｄ

133
成果指標 ②

(4

Ｏ

)の結果の ① ％ 63 6

事

5.5 74 74 74 7

務

4 74
成果指標 ②

予算

事

費目 会計 01 一般会

業

計 款 03 項 01 目 06

名

コスト 年度 R2年度 R

N

3年度 R3年度 R4年

o

度 R5年度 R6年度 R

.

7年度
実績値 計画値 実

1

績値 計画値 目標値 目標

5

値 目標値
事業費(決算

6

又は予算額)Ａ 単位 4

敬

,996 5,816 5

老

,384 6,739 6

金

,847 7,071 6

支

,746

財
源
内
訳

 国

給

庫支出金 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
 県支出金 千円

業

0 0 0 0 0 0 0
 地方

政

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

策

 その他 千円 0 0 0 0

こ

0 0 0
 一般財源 千円

の

4,996 5,816

事

5,384 6,739

務

6,847 7,071

事

6,746
人件費Ｂ 千

業

円 3,365.6 3,

施

365.6 3,372

策

.6 3,372.6 3

の

,752 3,752 3

位

,752
正職員従事時

置

間×人数 時間×人 29

基

1× 3 291× 3 29

本

1× 3 291× 3 32

事

5× 3 325× 3 32

業

5× 3
正職員以外の人

主

件費 千円 118 118

管

125 125 125 1

課

25 125
その他の費

名

用Ｃ 千円 135 135

課

156 156 156 1

長

56 156
トータルコ

名

ストA+B+C 千円 8

こ

,496.6 9,31

の

6.6 8,912.6

事

10,267.6 10

務

,755 10,979

事

10,654
単位あた

業

りコスト ① 千円/人 1

の

1 10.8 10.4 1

開

0.9 8.8 8.7 9

始

.4
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

時

/(2)の対象指標）

期

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

事

0

1

務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

の意を表するために支

業

給しているため、目的

名

を見
事業進展等による

N

環境変化 □ ある
直す必

o

要はない。
に伴い、目

.

的を見直す（目
その理

1

由
的の追加・拡充又は

5

絞込）

必要はありませ

6

んか？ ■ ない

有
効
性

敬

敬

老金の支給対象者は決

老

まっているため、成果

金

を向上させるものはな

支

い。
今以上に事業の成

給

果を向上

させる方法を

事

記入して下さ

い。 内　

業

容
※(3)の成果指標

２

を向上させる

　ことは

評

できますか？

達成でき

価

ている。
目的達成状況

　

内　容

□民間への一部

Ｃ

委託 □民間への全部委

Ｈ

託
市関与の必要性 □指

Ｅ

定管理 □補助金・負担

Ｃ

金助成 ■市の直営
内　

Ｋ

容
　（実施手法） 敬老

目

金
 

効
率
性

長寿お祝い

的

事業と統合すれば、高

妥

齢者に対してのお祝い

当

事業を一本化すること

性

事務事業の統廃合によ

こ

り、
ができる。

事業の

の

効率化を図り、成果
内

事

　容
を向上させる方法

業

を記入し

て下さい。

現

の

在の支給要件を継続す

必

ると仮定すると、高齢

要

者人口が増加するため

性

、事業費
現状より事業

は

費・人件費を
の削減は

薄

できない。
削減する方

れ

法を記入して下

さい。

て

（仕様の変更、外部 内

得

　容
委託、従事時間の

ら

削減等は

できないか？

れ

)

公
平
性

費用を徴収す

て

べきものがない。
□ あ

い

る ■ 現状で適正
受益者

る

負担はありますか？

ま

い

た、受益者負担割合は

ま

適 ■ ない □ 検討が必要

せ

内　容
正ですか？

□ 受

ん

益者がいない

３
改
革
改

か

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

高

。

齢人口の増加に伴い、

十

敬老金の対 支給要件や

分

年齢の見直し等を検討

な

す
事業実施上の課題、

成

住 象となる高齢者の人

果

数が増加する。 る。
民

が

・議会等からの意見 意

理

　見 対応策
と対応策

令

　

和２年(2020)、

由

令和３年(2021)

得

度 昨今の社会情勢（新

ら

型コロナ感染症
R4年

れ

度の事業計画は前 変　

て

更
は、新型コロナウイ

い

ルスの感染拡大 やキャ

ま

ッシュレスの推進）を

す

鑑み、
年度から変更・

か

追加は 前年度 ・
により

？

、民生委員の手渡しで

得

はなく 従来の民生委員

ら

の個別訪問支給から
あ

れ

るか 追　加
、銀行振込

て

とした。 銀行振込とす

い

る。

今後の事業・コス

な

ト・成果の方向性 今後

い

の事業の方向性、改革

事

・改善案
※今年度から

業

の具体的な事業の進め

進

方、手段の見直し等、

展

各方向性の内容

　　　

等

　　　　　　□　拡大

に

　高齢化による事業費

よ

増大が見込まれるため

る

、支給対
　　　　　　

環

　　　■　改善 象年齢

境

の見直しを図りながら

変

、事業を継続していく

化

。
　　　　　　　　　

あ

□　現状維持  現行の

る

85歳、95歳の対象

に

者は非対象者とし、支

伴

給対
　　　　　　　　

い

　□　縮小 象を満80

、

歳、満90歳、100

対

歳以上とする。
　　　

象

　　　　　　□　統合

を

 民生委員による個別

見

訪問支給から振込によ

直

る支給に
　　　　　　

す

　　　□　完了 変更す

（

る。
　　　　　　　　

拡

　□　廃止・休止
コス

そ

トの方向性
　　　　　

の

　　　　→　維持
成果

理

の方向性
　　　　　　

由

　　　↑　増加

2

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 156 敬老金支給事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

この事業は、高齢者に多年にわたり社会の進展に寄与された
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

ことに対する感謝の意を表するため必要である。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

高齢者の増加に伴い、支給要件年齢の見直し

様

等を検討する必要があ

式

る
事業進展等による環

1

境変化
■ ある 。

に伴い

-

、対象を見直す（拡
そ

2

の理由
大・縮小）必要

事

はありませ
□ ない

んか

務

？

高齢者に対して感謝



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 157 高齢者訪問等事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 高齢者福祉

主管課名 長寿介護課 課長名 深谷　文雄
この事務事業の開始時期 昭和60(1985)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市高齢者訪問事業実施要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

多年にわたり社会の進展に貢献した高齢者の自宅を訪 多年にわたり社会の進展に貢献した高齢者に感謝の意
問し、祝品を贈呈して感謝の意を表することにより、 を表し、その長寿を祝うために高齢者等を訪問する。
その長寿を祝うことを目的とする。
白寿、100歳を迎えた方の自宅及び市内最高齢者の居
場所並びに特別養護老人ホームを訪問し敬老金及び記
念品を贈呈する。また市内老人福祉施設入所者には、
記念品を贈呈する。
【ＳＤＧｓの取組：３】

市内最高齢者、白寿及び100歳を迎えた方、並びに特別養護老人ホームを市長が訪

令

R3年度に実施した具

和

体的な 問し敬老金及び

 

記念品を贈呈予定であ

4

ったが、新型コロナウ

年

イルスの影響により市

度

事業の方法、手順、指

（

標に対す 長訪問を中止

3

し、代わりに長寿介護

年

課長が訪問を実施した

度

。また市内老人福祉施

実

設
る成果等 入所者には

施

、記念品を贈呈した。

分

事務事業を取り巻く状

）

況は過去と比べ変化し

事

ているか (1)活動指

務

標（事務事業の活動量

事

を表す指標）

高齢者人

業

口が増加している。 名

目

称 単位
① 市内最高齢者

的

、白寿、100歳人数

評

人
変 化

② 市内老人福

価

祉施設入所者数 人
内 

表

容

対象(この事業の対

様

象、範囲となる人、物

式

) (2)対象指標（対

1

象の大きさを表す指標

-

）

①市内最高齢者、白

1

寿、100歳を迎えた

記

人 名称 単位
②市内老人

入

福祉施設入所者（特養

日

、有料、ケアハウス）

令

① 市内最高齢者、白寿

和

、100歳人数 人
② 市

0

内老人福祉施設入所者

4

数 人

目的(この事業に

年

よって上記対象をどの

1

ような状態にしたいの

2

か) (3)成果指標（

月

目的の達成度を示す指

0

標）

お祝い品を贈り、

8

多年にわたり社会の進

日

展に貢献した高齢者に

１

感 名称 単位
謝の意を表

事

する。 ① 市が記念品を

務

贈呈する高齢者 人
② お

事

祝い品を贈る入所者人

業

数 人

結果(上位基本事

の

業の意図) (4)結果

現

の成果指標（上位基本

状

事業の成果指標）

安心

　

して住み慣れた地域で

Ｐ

生活してもらう 名称 単

Ｌ

位
① 高齢者福祉の取組

Ａ

の市民満足度割合 ％
②

Ｎ

事務事業の各種指標の

及

実績と見込及び目標

R

び

2年度 R3年度 R3年

Ｄ

度 R4年度 R5年度 R

Ｏ

6年度 R7年度
指標 

事

＼ 年度 単位
実績値 計

務

画値 実績値 計画値 目標

事

値 目標値 目標値
(1)

業

の ① 人 10 10 11 1

名

0 10 10 10
活動指

N

標 ② 人 261 270 2

o

73 270 270 27

.

0 270
(2)の ① 人

1

10 10 11 10 10

5

10 10
対象指標 ② 人

7

261 270 273 2

高

70 270 270 27

齢

0
(3)の ① 人 10 1

者

0 11 10 10 10 1

訪

0
成果指標 ② 人 261

問

270 273 270 2

等

70 270 270
(4

事

)の結果の ① ％ 63 6

業

5.5 74 74 74 7

政

4 74
成果指標 ②

予算

策

費目 会計 01 一般会

こ

計 款 03 項 01 目 06

の

コスト 年度 R2年度 R

事

3年度 R3年度 R4年

務

度 R5年度 R6年度 R

事

7年度
実績値 計画値 実

業

績値 計画値 目標値 目標

施

値 目標値
事業費(決算

策

又は予算額)Ａ 単位 2

の

97 567 470 46

位

5 451 528 663

置

財
源
内
訳

 国庫支出金

基

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

本

県支出金 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
 地方債 千円 0

業

0 0 0 0 0 0
 その他

主

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

管

一般財源 千円 297 5

課

67 470 465 45

名

1 528 663
人件費

課

Ｂ 千円 558 558 5

長

58 558 558 55

名

8 558
正職員従事時

こ

間×人数 時間×人 75

の

× 2 75× 2 75× 2

事

75× 2 75× 2 75

務

× 2 75× 2
正職員以

事

外の人件費 千円 0 0 0

業

0 0 0 0
その他の費用

の

Ｃ 千円 101 101 0

開

0 0 0 0
トータルコス

始

トA+B+C 千円 95

時

6 1,226 1,02

期

8 1,023 1,00

事

9 1,086 1,22

務

1
単位あたりコスト ①

区

千円/人 95.6 12

分

2.6 93.5 102

法

.3 100.9 108

定

.6 122.1
（ﾄｰ

受

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

託

対象指標）② 千円/人

事

3.7 4.5 3.8 3

務

.8 3.7 4 4.5

1

自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

して感謝の意を表する

業

目的について、見直す

名

必要はない。
事業進展

N

等による環境変化 □ あ

o

る
に伴い、目的を見直

.

す（目
その理由

的の追

1

加・拡充又は絞込）

必

5

要はありませんか？ ■

7

ない

有
効
性

記念品を贈

高

呈する高齢者人数が決

齢

まっているため、成果

者

を向上できない。
今以

訪

上に事業の成果を向上

問

させる方法を記入して

等

下さ

い。 内　容
※(3

事

)の成果指標を向上さ

業

せる

　ことはできます

２

か？

達成できている。

評

目的達成状況 内　容

□

価

民間への一部委託 □民

　

間への全部委託
市関与

Ｃ

の必要性 □指定管理 □

Ｈ

補助金・負担金助成 ■

Ｅ

市の直営
内　容

　（実

Ｃ

施手法） 国、県の記念

Ｋ

品と一緒に市の記念品

目

を贈呈する。

効
率
性

他

的

の事業と統合すること

妥

により成果を向上させ

当

ることができない。
事

性

務事業の統廃合により

こ

、

事業の効率化を図り

の

、成果
内　容

を向上さ

事

せる方法を記入し

て下

業

さい。

対象者が決まっ

の

ているため、現状の事

必

業費を削減できない。

要

現状より事業費・人件

性

費を

削減する方法を記

は

入して下

さい。（仕様

薄

の変更、外部 内　容
委

れ

託、従事時間の削減等

て

は

できないか？)

公
平

得

性

感謝の意を表する事

ら

業であるため適正であ

れ

る。
□ ある ■ 現状で適

て

正
受益者負担はありま

い

すか？

また、受益者負

る

担割合は適 ■ ない □ 検

い

討が必要 内　容
正です

ま

か？
□ 受益者がいない

せ

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

ん

Ｉ
Ｏ
Ｎ

対象高齢者の家

か

族から市長訪問を辞 市

。

長訪問を辞退される方

十

に対しては
事業実施上

分

の課題、住 退されるこ

な

とがある。 、職員が訪

成

問し、祝品をお渡しす

果

る
民・議会等からの意

が

見 意　見 対応策 。
と対

理

応策

令和３(2021

　

)年度も、新型コロナ

由

ウ 市長訪問は、新型コ

得

ロナウイルスの
R4年

ら

度の事業計画は前 変　

れ

更
イルスの感染拡大に

て

より、市長訪問 感染状

い

況をみて実施する。
年

ま

度から変更・追加は 前

す

年度 ・
は行わなかった

か

。
あるか 追　加

今後の

？

事業・コスト・成果の

得

方向性 今後の事業の方

ら

向性、改革・改善案
※

れ

今年度からの具体的な

て

事業の進め方、手段の

い

見直し等、各方向性の

な

内容

　　　　　　　　

い

　□　拡大 最高齢者等

事

に対して、長寿をお祝

業

いするとともに、感
　

進

　　　　　　　　□　

展

改善 謝の意を表する必

等

要があるため、今後も

に

継続して事業
　　　　

よ

　　　　　■　現状維

る

持 を実施する。
　　　

環

　　　　　　□　縮小

境

　　　　　　　　　□

変

　統合
　　　　　　　

化

　　□　完了
　　　　

あ

　　　　　□　廃止・

る

休止
コストの方向性
　

に

　　　　　　　　→　

伴

維持
成果の方向性
　　

い

　　　　　　　→　維

、

持

2

対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 157 高齢者訪問等事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

多年にわたり市の進展に寄与された方に感謝の意を表するた
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

め必要である。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

最高齢等の対象者に対して、国、県及び市が併せて記念品を贈呈する
事業

様

進展等による環境変化

式

□ ある ことから、対象

1

者を見直す必要はない

-

。
に伴い、対象を見直

2

す（拡
その理由

大・縮

事

小）必要はありませ
■

務

ない
んか？

高齢者に対



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 158 長寿お祝い事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 高齢者福祉

主管課名 長寿介護課 課長名 深谷　文雄
この事務事業の開始時期 平成5(1993)年頃 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

多年にわたり社会の進展に貢献した高齢者に感謝の意 多年にわたり社会の進展に貢献した高齢者に感謝の意
を表し、その長寿を祝い、高齢者をお祝い会(観劇会 を表し、その長寿を祝うため、高齢者をお祝い会（観
）に招待する。古稀のお祝い招待者には、みよし写真 劇会など）に招待する。
クラブに記念写真を撮影依頼し贈呈する。 平成22(2010)年度に招待者を夫婦のみとし、平成23(2
・古稀の夫婦（夫婦とも70歳以上で、年下の者が70歳 011)年度からは対象者の増加により、会場の収容が困
に達した夫婦）及び古稀の単身者 難になり、食事会を廃止

令

した。
・いきいきクラ

和

ブ会員 その後、平成2

 

5(2013)年度ま

4

で古稀の夫婦のみの招

年

待
・65歳以上のいき

度

いきクラブ未加入者（

（

一般公募） だったが、

3

事業の公平性を保つた

年

め、平成26(201

度

4)年
【ＳＤＧｓの取

実

組：３】 度から単身者

施

も招待している。

令和

分

３(2021)年度は

）

実施していない。令和

事

３(2021)年度の

務

対象者については、令

事

和
R3年度に実施した

業

具体的な ４(2022

目

)年度に招待する予定

的

である。
事業の方法、

評

手順、指標に対す
る成

価

果等

事務事業を取り巻

表

く状況は過去と比べ変

様

化しているか (1)活

式

動指標（事務事業の活

1

動量を表す指標）

高齢

-

者は年々増加している

1

. 名称 単位
 ① 長寿お

記

祝い会に参加した人数

入

人
変 化

②
内 容

対象

日

(この事業の対象、範

令

囲となる人、物) (2

和

)対象指標（対象の大

0

きさを表す指標）

古稀

4

を迎えた夫婦及び単身

年

者 名称 単位
① 古稀のお

1

祝い対象者 人
②

目的(

2

この事業によって上記

月

対象をどのような状態

0

にしたいのか) (3)

8

成果指標（目的の達成

日

度を示す指標）

古稀の

１

対象者でお祝い会に参

事

加する 名称 単位
① 古稀

務

の対象者でお祝い会参

事

加者数 人
②

結果(上位

業

基本事業の意図) (4

の

)結果の成果指標（上

現

位基本事業の成果指標

状

）

安心して住み慣れた

　

地域で生活してもらう

Ｐ

名称 単位
① 高齢者福祉

Ｌ

の取組の市民満足度割

Ａ

合 ％
②

事務事業の各種

Ｎ

指標の実績と見込及び

及

目標

R2年度 R3年度

び

R3年度 R4年度 R5

Ｄ

年度 R6年度 R7年度

Ｏ

指標 ＼ 年度 単位
実

事

績値 計画値 実績値 計画

務

値 目標値 目標値 目標値

事

(1)の ① 人 0 950

業

0 950 0 0 0
活動指

名

標 ②
(2)の ① 人 0 4

N

86 292 487 0 0

o

0
対象指標 ②
(3)の

.

① 人 0 0 0 292 0 0

1

0
成果指標 ②

(4)の

5

結果の ① ％ 63 65.

8

5 74 74 74 74 7

長

4
成果指標 ②

予算費目

寿

会計 01 一般会計 款

お

03 項 01 目 06

コス

祝

ト 年度 R2年度 R3年

い

度 R3年度 R4年度 R

事

5年度 R6年度 R7年

業

度
実績値 計画値 実績値

政

計画値 目標値 目標値 目

策

標値
事業費(決算又は

こ

予算額)Ａ 単位 0 32

の

5 173 10,403

事

0 0 0

財
源
内
訳

 国庫

務

支出金 千円 0 0 0 0 0

事

0 0
 県支出金 千円 0

業

0 0 0 0 0 0
 地方債

施

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

策

その他 千円 0 0 0 0 0

の

0 0
 一般財源 千円 0

位

325 173 10,4

置

03 0 0 0
人件費Ｂ 千

基

円 186 461 311

本

1,055 0 0 0
正職

事

員従事時間×人数 時間

業

×人 50× 1 50× 1

主

50× 1 125× 2 0

管

× 0 0× 0 0× 0
正職

課

員以外の人件費 千円 0

名

275 125 125 0

課

0 0
その他の費用Ｃ 千

長

円 0 0 0 0 0 0 0
トー

名

タルコストA+B+C

こ

千円 186 786 48

の

4 11,458 0 0 0

事

単位あたりコスト ① 千

務

円/人 0 1.6 1.7

事

23.5 0 0 0
（ﾄｰ

業

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

の

対象指標）② 千円/ 0

開

0 0 0 0 0 0

1

始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ある
い。

に伴い、目的

業

を見直す（目
その理由

名

的の追加・拡充又は絞

N

込）

必要はありません

o

か？ ■ ない

有
効
性

古稀

.

の節目を迎えた高齢者

1

を漏れなく招待するこ

5

とができれば、成果を

8

向上さ
今以上に事業の

長

成果を向上
せることが

寿

できる。
させる方法を

お

記入して下さ

い。 内　

祝

容
※(3)の成果指標

い

を向上させる

　ことは

事

できますか？

概ね目的

業

達成している
目的達成

２

状況 内　容

■民間への

評

一部委託 □民間への全

価

部委託
市関与の必要性

　

□指定管理 □補助金・

Ｃ

負担金助成 ■市の直営

Ｈ

内　容
　（実施手法）

Ｅ

観劇会は民間委託

効
率

Ｃ

性

事業の性質上、他の

Ｋ

事業と統合することに

目

より成果を向上させる

的

ことができな
事務事業

妥

の統廃合により、
い。

当

事業の効率化を図り、

性

成果
内　容

を向上させ

こ

る方法を記入し

て下さ

の

い。

お祝い会の内容を

事

再検討することにより

業

事業費の削減を図るこ

の

とができる。
現状より

必

事業費・人件費を

削減

要

する方法を記入して下

性

さい。（仕様の変更、

は

外部 内　容
委託、従事

薄

時間の削減等は

できな

れ

いか？)

公
平
性

お祝い

て

事業であるので適正で

得

ある。
□ ある ■ 現状で

ら

適正
受益者負担はあり

れ

ますか？

また、受益者

て

負担割合は適 ■ ない □

い

検討が必要 内　容
正で

る

すか？
□ 受益者がいな

い

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

ま

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

夫婦のうち年

せ

少者が古稀のときに招

ん

古稀の対象者（個人）

か

のみを招待す
事業実施

。

上の課題、住 待するた

十

め、年少者と離別した

分

等の ることとする等の

な

検討が必要
民・議会等

成

からの意見 意　見 場合

果

において、年長者が招

が

待されな 対応策
と対応

理

策 い場合がある。

古稀

　

を迎えた方、いきいき

由

クラブ会 令和３(20

得

21)年度と令和４(

ら

2022)年
R4年度

れ

の事業計画は前 変　更

て

員の一部、いきいきク

い

ラブに加入し 度の対象

ま

者を招待して実施する

す

。
年度から変更・追加

か

は 前年度 ・
ていない6

？

5歳以上の一般応募者

得

をコ
あるか 追　加

ンサ

ら

ートに招待した。

今後

れ

の事業・コスト・成果

て

の方向性 今後の事業の

い

方向性、改革・改善案

な

※今年度からの具体的

い

な事業の進め方、手段

事

の見直し等、各方向性

業

の内容

　　　　　　　

進

　　□　拡大 長寿お祝

展

い会事業を廃止する。

等

　　　　　　　　　□

に

　改善  
　　　　　　

よ

　　　□　現状維持
　

る

　　　　　　　　□　

環

縮小
　　　　　　　　

境

　□　統合
　　　　　

変

　　　　□　完了
　　

化

　　　　　　　■　廃

あ

止・休止
コストの方向

る

性
　　　　　　　　　

に

↓　減少
成果の方向性

伴

　　　　　　　　　↓

い

　減少

2

、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 158 長寿お祝い事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

長寿をお祝いするとともに、感謝の意を表するため必要性が
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

ある。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

招待者の範囲を見直す必要がある。
事業進展等による環境変化

■ ある
に伴い、対象を見

様

直す（拡
その理由

大・

式

縮小）必要はありませ

1

□ ない
んか？

長寿をお

-

祝いするとともに、感

2

謝の意を表する目的を

事

見直す必要はな
事業進

務

展等による環境変化 □



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 159 福祉センター運営管理事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 高齢者福祉

主管課名 長寿介護課 課長名 深谷　文雄
この事務事業の開始時期 昭和63(1988)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市立福祉センター設置及び管理に関する条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

福祉センターの運営管理を指定管理者である社会福祉 各種高齢者福祉団体の活動拠点となっている福祉セン
法人みよし市社会福祉協議会が行う。福祉センターの ターの管理運営を指定管理者であるみよし市社会福祉
維持管理のため施設の修繕を行う。 協議会が行い、施設の老朽化に伴い、施設、設備とも
指定管理期間　平成31(2019)年4月1日から令和6(2024 に緊急的な修繕が必要。また、今後は施設の管理、運
)年3月31日　5年間 営面の充実を図る必要から計画的に施設の修繕を行う

令

【ＳＤＧｓの取組：３

和

】 必要がある。

福祉セ

 

ンターの運営管理を指

4

定管理者である社会福

年

祉法人みよし市社会福

度

祉協議会
R3年度に実

（

施した具体的な が行っ

3

た。
事業の方法、手順

年

、指標に対す
る成果等

度

事務事業を取り巻く状

実

況は過去と比べ変化し

施

ているか (1)活動指

分

標（事務事業の活動量

）

を表す指標）

高齢者人

事

口が増加している。 名

務

称 単位
① 福祉センター

事

利用者数 人
変 化

②
内

業

 容

対象(この事業の

目

対象、範囲となる人、

的

物) (2)対象指標（

評

対象の大きさを表す指

価

標）

福祉センター 名称

表

単位
① 福祉センター設

様

置数 か所
②

目的(この

式

事業によって上記対象

1

をどのような状態にし

-

たいのか) (3)成果

1

指標（目的の達成度を

記

示す指標）

福祉センタ

入

ーの運営管理が円滑に

日

行われる。 名称 単位
 

令

① 福祉センター利用者

和

数 人
②

結果(上位基本

0

事業の意図) (4)結

4

果の成果指標（上位基

年

本事業の成果指標）

安

1

心して住み慣れた地域

2

で生活してもらう。 名

月

称 単位
① 高齢者福祉の

0

取組の市民満足度割合

8

％
②

事務事業の各種指

日

標の実績と見込及び目

１

標

R2年度 R3年度 R

事

3年度 R4年度 R5年

務

度 R6年度 R7年度
指

事

標 ＼ 年度 単位
実績

業

値 計画値 実績値 計画値

の

目標値 目標値 目標値
(

現

1)の ① 人 3,175

状

8,000 3,421

　

8,000 8,100

Ｐ

8,200 8,300

Ｌ

活動指標 ②
(2)の ①

Ａ

か所 1 1 1 1 1 1 1
対

Ｎ

象指標 ②
(3)の ① 人

及

3,175 8,000

び

3,421 8,000

Ｄ

8,100 8,200

Ｏ

8,300
成果指標 ②

事

(4)の結果の ① ％ 6

務

3 65.5 74 74 7

事

4 74 74
成果指標 ②

業

予算費目 会計 01 一

名

般会計 款 03 項 01 目

N

06

コスト 年度 R2年

o

度 R3年度 R3年度 R

.

4年度 R5年度 R6年

1

度 R7年度
実績値 計画

5

値 実績値 計画値 目標値

9

目標値 目標値
事業費(

福

決算又は予算額)Ａ 単

祉

位 12,419 9,1

セ

99 8,605 9,3

ン

35 9,507 46,

タ

724 396,906

ー

財
源
内
訳

 国庫支出金

運

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

営

県支出金 千円 0 0 0 0

管

0 0 0
 地方債 千円 0

理

0 0 0 0 0 0
 その他

事

千円 19 21 22 25

業

25 25 180,02

政

5
 一般財源 千円 12

策

,400 9,178 8

こ

,583 9,310 9

の

,482 46,699

事

216,881
人件費

務

Ｂ 千円 930 930 9

事

30 558 558 55

業

8 558
正職員従事時

施

間×人数 時間×人 12

策

5× 2 125× 2 12

の

5× 2 75× 2 75×

位

2 75× 2 75× 2
正

置

職員以外の人件費 千円

基

0 0 0 0 0 0 0
その他

本

の費用Ｃ 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
トータルコスト

業

A+B+C 千円 13,

主

349 10,129 9

管

,535 9,893 1

課

0,065 47,28

名

2 397,464
単位

課

あたりコスト ① 千円/

長

か所 13,349 10

名

,129 9,535 9

こ

,893 10,065

の

47,282 397,

事

464
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

務

ﾄ/(2)の対象指標

事

）② 千円/ 0 0 0 0 0

業

0 0

1

の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

め、福祉センターの設

業

置目的を見直す必
事業

名

進展等による環境変化

N

□ ある
要はない。

に伴

o

い、目的を見直す（目

.

その理由
的の追加・拡

1

充又は絞込）

必要はあ

5

りませんか？ ■ ない

有

9

効
性

現状で指定管理施

福

設として適正に運営管

祉

理されている。
今以上

セ

に事業の成果を向上

さ

ン

せる方法を記入して下

タ

さ

い。 内　容
※(3)

ー

の成果指標を向上させ

運

る

　ことはできますか

営

？

概ね達成できている

管

。新型コロナウイルス

理

の影響により、利用人

事

数が減少して
目的達成

業

状況 内　容 はいるが、

２

令和２(2020)年

評

度にくらべて、令和３

価

(2022)年度は利

　

用人数は増加
した。
□

Ｃ

民間への一部委託 □民

Ｈ

間への全部委託
市関与

Ｅ

の必要性 ■指定管理 □

Ｃ

補助金・負担金助成 □

Ｋ

市の直営
内　容

　（実

目

施手法） 指定管理によ

的

る管理

効
率
性

他の事業

妥

と統合することにより

当

、成果を向上させるこ

性

とはできない。
事務事

こ

業の統廃合により、
高

の

齢者福祉施設個別施設

事

計画に基づき、施設の

業

長寿命化を推進する予

の

定である
事業の効率化

必

を図り、成果
内　容 の

要

で、事業費削減は難し

性

い。
を向上させる方法

は

を記入し

て下さい。

福

薄

祉センターの維持管理

れ

上必要な経費のため削

て

減できない。
現状より

得

事業費・人件費を

削減

ら

する方法を記入して下

れ

さい。（仕様の変更、

て

外部 内　容
委託、従事

い

時間の削減等は

できな

る

いか？)

公
平
性

施設の

い

管理なので、受益者は

ま

いない。
□ ある □ 現状

せ

で適正
受益者負担はあ

ん

りますか？

また、受益

か

者負担割合は適 □ ない

。

□ 検討が必要 内　容
正

十

ですか？
■ 受益者がい

分

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

な

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

建築後、約

成

40年経過しているた

果

め、 施設の長寿命化を

が

高齢者福祉施設個
事業

理

実施上の課題、住 計画

　

的な修繕が必要 別施設

由

計画に基づき実施する

得

。
民・議会等からの意

ら

見 意　見 対応策
と対応

れ

策

福祉センターの運営

て

管理を指定管理 継続し

い

て実施するため、前年

ま

度と同
R4年度の事業

す

計画は前 変　更
者であ

か

る社会福祉法人みよし

？

市社会 様・同規模で実

得

施。
年度から変更・追

ら

加は 前年度 ・
福祉協議

れ

会が行った。
あるか 追

て

　加

今後の事業・コス

い

ト・成果の方向性 今後

な

の事業の方向性、改革

い

・改善案
※今年度から

事

の具体的な事業の進め

業

方、手段の見直し等、

進

各方向性の内容

　　　

展

　　　　　　□　拡大

等

施設の管理運営のため

に

、今後も継続して事業

よ

を実施す
　　　　　　

る

　　　□　改善 る。
　

環

　　　　　　　　■　

境

現状維持 施設の老朽化

変

に伴い、計画的な修繕

化

が必要。
　　　　　　

あ

　　　□　縮小 指定管

る

理期間　平成31(2

に

019)年4月1日か

伴

ら令和6(2024
　

い

　　　　　　　　□　

、

統合 )年3月31日　

対

5年間
　　　　　　　

象

　　□　完了
　　　　

を

　　　　　□　廃止・

見

休止
コストの方向性
　

直

　　　　　　　　→　

す

維持
成果の方向性
　　

（

　　　　　　　→　維

拡

持

2

その理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 159 福祉センター運営管理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

福祉センターは、高齢者福祉団体の活動拠点等として必要で
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

ある。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

高齢者人口が増加しているため、福祉センターの利用対象者を見

様

直す
事業進展等による

式

環境変化
□ ある 必要は

1

ない。
に伴い、対象を

-

見直す（拡
その理由

大

2

・縮小）必要はありま

事

せ
■ ない

んか？

高齢者

務

人口が増加しているた



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 173 老人憩いの家運営管理事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 高齢者福祉

主管課名 長寿介護課 課長名 深谷　文雄
この事務事業の開始時期 昭和46(1971)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市立老人憩いの家設置条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

地区老人憩いの家の運営管理を指定管理者である各地 老人憩いの家は、高齢者の趣味・娯楽等生きがい・健
区いきいきクラブが実施。 康づくりの拠点である。地区いきいきクラブが指定管
指定管理期間　平成31(2019)年4月1日から令和6(2024 理者として施設管理を実施している。施設の老朽化に
)年3月31日　までの5年間 伴い、年々施設、設備の修繕が必要となっている。
【ＳＤＧｓの取組：３】 全館の耐震診断、耐震改修工事及びバリアフリー化を

実施した。

老人憩いの家（12館）の運営管理を、

令

指定管理者である地区

和

いきいきクラブが行っ

 

R3年度に実施した具

4

体的な た。
事業の方法

年

、手順、指標に対す
る

度

成果等

事務事業を取り

（

巻く状況は過去と比べ

3

変化しているか (1)

年

活動指標（事務事業の

度

活動量を表す指標）

高

実

齢者人口が増加してい

施

る。 名称 単位
① 老人憩

分

いの家利用者 人
変 化

）

②
内 容

対象(この事

事

業の対象、範囲となる

務

人、物) (2)対象指

事

標（対象の大きさを表

業

す指標）

老人憩いの家

目

名称 単位
① 老人憩いの

的

家設置数 か所
②

目的(

評

この事業によって上記

価

対象をどのような状態

表

にしたいのか) (3)

様

成果指標（目的の達成

式

度を示す指標）

老人憩

1

いの家の運営管理が円

-

滑にできる。 名称 単位

1

① 老人憩いの家利用者

記

人
②

結果(上位基本事

入

業の意図) (4)結果

日

の成果指標（上位基本

令

事業の成果指標）

安心

和

して住み慣れた地域で

0

生活してもらう。 名称

4

単位
① 高齢者福祉の取

年

組の市民満足度割合 ％

1

②

事務事業の各種指標

2

の実績と見込及び目標

月

R2年度 R3年度 R3

0

年度 R4年度 R5年度

8

R6年度 R7年度
指標

日

 ＼ 年度 単位
実績値

１

計画値 実績値 計画値 目

事

標値 目標値 目標値
(1

務

)の ① 人 30,293

事

58,000 34,6

業

94 58,000 59

の

,000 60,000

現

61,000
活動指標

状

②
(2)の ① か所 12

　

12 12 12 12 12

Ｐ

12
対象指標 ②
(3)

Ｌ

の ① 人 30,293 5

Ａ

8,000 34,69

Ｎ

4 58,000 59,

及

000 60,000 6

び

1,000
成果指標 ②

Ｄ

(4)の結果の ① ％ 6

Ｏ

3 65.5 74 74 7

事

4 74 74
成果指標 ②

務

予算費目 会計 01 一

事

般会計 款 03 項 01 目

業

07

コスト 年度 R2年

名

度 R3年度 R3年度 R

N

4年度 R5年度 R6年

o

度 R7年度
実績値 計画

.

値 実績値 計画値 目標値

1

目標値 目標値
事業費(

7

決算又は予算額)Ａ 単

3

位 39,502 37,

老

960 44,352 5

人

2,995 240,2

憩

79 141,187 2

い

32,213

財
源
内
訳

の

 国庫支出金 千円 0 0

家

0 0 0 0 0
 県支出金

運

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

営

地方債 千円 0 0 0 0 0

管

0 0
 その他 千円 0 1

理

0 1 85,001 35

事

,001 80,001

業

 一般財源 千円 39,

政

502 37,959 4

策

4,352 52,99

こ

4 155,278 10

の

6,186 152,2

事

12
人件費Ｂ 千円 2,

務

801.3 2,801

事

.3 2,446.3 3

業

,562.3 3,56

施

2.3 3,562.3

策

3,562.3
正職員

の

従事時間×人数 時間×

位

人 312× 2 312×

置

2 312× 2 462×

基

2 462× 2 462×

本

2 462× 2
正職員以

事

外の人件費 千円 480

業

480 125 125 1

主

25 125 125
その

管

他の費用Ｃ 千円 98 9

課

8 166 166 166

名

166 166
トータル

課

コストA+B+C 千円

長

42,401.3 40

名

,859.3 46,9

こ

64.3 56,723

の

.3 244,007.

事

3 144,915.3

務

235,941.3
単

事

位あたりコスト ① 千円

業

/か所 3,533.4

の

3,404.9 3,9

開

13.7 4,726.

始

9 20,333.9 1

時

2,076.3 19,

期

661.8
（ﾄｰﾀﾙ

事

ｺｽﾄ/(2)の対象

務

指標）② 千円/ 0 0 0

区

0 0 0 0

1

分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

加に伴い必要となる高

業

齢者の憩いの場を提供

名

するため
事業進展等に

N

よる環境変化 □ ある
に

o

も、老人憩いの家の設

.

置目的を見直す必要は

1

ない。
に伴い、目的を

7

見直す（目
その理由

的

3

の追加・拡充又は絞込

老

）

必要はありませんか

人

？ ■ ない

有
効
性

憩いの

憩

家の利用者が増加傾向

い

にあることから事業の

の

成果は上がっている。

家

今以上に事業の成果を

運

向上

させる方法を記入

営

して下さ

い。 内　容
※

管

(3)の成果指標を向

理

上させる

　ことはでき

事

ますか？

概ね達成でき

業

ている。
目的達成状況

２

内　容 新型コロナウイ

評

ルスの影響により利用

価

人数が減少してはいる

　

が、令和２(2020

Ｃ

)
年度に比べて、令和

Ｈ

３年度(2021)年

Ｅ

度は利用人数は増加し

Ｃ

た。
□民間への一部委

Ｋ

託 □民間への全部委託

目

市関与の必要性 ■指定

的

管理 □補助金・負担金

妥

助成 □市の直営
内　容

当

　（実施手法） いきい

性

きクラブ

効
率
性

他の事

こ

業と統合することによ

の

り成果を向上させるこ

事

とができない。
事務事

業

業の統廃合により、

事

の

業の効率化を図り、成

必

果
内　容

を向上させる

要

方法を記入し

て下さい

性

。

高齢者福祉施設個別

は

施設計画に基づき、施

薄

設の長寿命化を推進す

れ

る予定である
現状より

て

事業費・人件費を
ので

得

、事業費削減は難しい

ら

。
削減する方法を記入

れ

して下

さい。（仕様の

て

変更、外部 内　容
委託

い

、従事時間の削減等は

る

できないか？)

公
平
性

い

高齢者のための施設で

ま

あるため、60歳以下

せ

が利用
■ ある ■ 現状で

ん

適正
受益者負担はあり

か

ますか？ する場合に使

。

用料を徴収することは

十

適正である。
また、受

分

益者負担割合は適 □ な

な

い □ 検討が必要 内　容

成

正ですか？
□ 受益者が

果

いない

３
改
革
改
善
案
　

が

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

建築後、

理

40年を経過する施設

　

が多く 施設の長寿命化

由

を高齢者福祉施設個
事

得

業実施上の課題、住 、

ら

計画的な修繕が必要で

れ

ある。 別施設計画に基

て

づき実施する。
民・議

い

会等からの意見 意　見

ま

対応策
と対応策

老人憩

す

いの家（12館）の運

か

営管理を 継続して実施

？

するため、前年度と同

得

R4年度の事業計画は

ら

前 変　更
、指定管理者

れ

である地区いきいきク

て

様・同規模で実施。
年

い

度から変更・追加は 前

な

年度 ・
ラブが行った。

い

あるか 追　加

今後の事

事

業・コスト・成果の方

業

向性 今後の事業の方向

進

性、改革・改善案
※今

展

年度からの具体的な事

等

業の進め方、手段の見

に

直し等、各方向性の内

よ

容

　　　　　　　　　

る

□　拡大 高齢者の集い

環

の場として、より一層

境

利用しやすい環境
　　

変

　　　　　　　□　改

化

善 づくりに努める。
　

あ

　　　　　　　　■　

る

現状維持 高齢者福祉施

に

設個別施設計画に沿っ

伴

て施設の改修・保
　　

い

　　　　　　　□　縮

、

小 全を実施予定である

対

。 
　　　　　　　　

象

　□　統合 指定管理期

を

間　平成31(201

見

9)年4月1日から令

直

和6(2024
　　　

す

　　　　　　□　完了

（

)年3月31日　まで

拡

の5年間
　　　　　　

そ

　　　□　廃止・休止

の

コストの方向性
　　　

理

　　　　　　↑　増加

由

成果の方向性
　　　　

大

　　　　　→　維持

2

・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 173 老人憩いの家運営管理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

高齢者の憩いの場として必要である。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

高齢者人口の増加に伴い必要となる高齢者の憩いの場を提供するため
事業進展等による環境変

様

化
□ ある にも、老人憩

式

いの家の利用対象者を

1

見直す必要はない。
に

-

伴い、対象を見直す（

2

拡
その理由

大・縮小）

事

必要はありませ
■ ない

務

んか？

高齢者人口の増



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月05日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 184 年金相談事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 高齢者福祉

主管課名 保険年金課 課長名 石田　耕一
この事務事業の開始時期 昭和５６(1981)年度から 事務区分 ■法定受託事務 □自治事務
この事務事業の根拠法令 国民年金法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

国民年金の第1号被保険者の資格異動・一般免除申請 平成１４(2002)年度から国民年金事務が機関委任事務
・学生納付特例等の受付をし、内容確認後に年金事務 から法定受託事務となり、第１号被保険者の届出等の
所及び名古屋広域事務センターへ進達をしている。 受付が市町村事務となった。
  
「ＳＤＧｓの取り組み：３」
 

①国民年金１号被保険者に関する資格取得、喪失など申請受付をした
R3年度に実施した具体的な ②納付免除や学生納付特例など申請受付をした
事業の方法、手順、指標に対す ③年金事務所等へ受け付けた申請書類等を進達
る成果

令

等

事務事業を取り巻く

和

状況は過去と比べ変化

 

しているか (1)活動

4

指標（事務事業の活動

年

量を表す指標）

令和３

度

(2021)年度から

（

社会保険労務士による

3

年金相談の廃 名称 単位

年

止 ① 資格異動届出件数

度

件
変 化

②
内 容

対象

実

(この事業の対象、範

施

囲となる人、物) (2

分

)対象指標（対象の大

）

きさを表す指標）

国民

事

年金１号加入者 名称 単

務

位
① 国民年金１号被保

事

険者数 人
②

目的(この

業

事業によって上記対象

目

をどのような状態にし

的

たいのか) (3)成果

評

指標（目的の達成度を

価

示す指標）

年金の請求

表

手続き等の利便性の向

様

上、円滑化を図る 名称

式

単位
① 国民年金１号資

1

格取得喪失など申請件

-

数 件
②

結果(上位基本

1

事業の意図) (4)結

記

果の成果指標（上位基

入

本事業の成果指標）

国

日

民年金に限らず広く年

令

金一般に関する相談等

和

を受け付けること 名称

0

単位
により、年金制度

4

の安定化に資する。 ①

年

年金相談件数 件
②

事務

1

事業の各種指標の実績

2

と見込及び目標

R2年

月

度 R3年度 R3年度 R

0

4年度 R5年度 R6年

5

度 R7年度
指標 ＼ 

日

年度 単位
実績値 計画値

１

実績値 計画値 目標値 目

事

標値 目標値
(1)の ①

務

件 1,091 1,40

事

0 1,291 1,29

業

1 1,291 1,29

の

1 1,291
活動指標

現

②
(2)の ① 人 5,9

状

42 6,000 5,8

　

97 6,000 6,0

Ｐ

00 6,000 6,0

Ｌ

00
対象指標 ②
(3)

Ａ

の ① 件 1,091 1,

Ｎ

246 1,291 1,

及

291 1,291 1,

び

291 1,291
成果

Ｄ

指標 ②
(4)の結果の

Ｏ

① 件 11
成果指標 ②

予

事

算費目 会計 01 一般

務

会計 款 03 項 04 目 0

事

1

コスト 年度 R2年度

業

R3年度 R3年度 R4

名

年度 R5年度 R6年度

N

R7年度
実績値 計画値

o

実績値 計画値 目標値 目

.

標値 目標値
事業費(決

1

算又は予算額)Ａ 単位

8

377 110 346 9

4

9 106 106 106

年

財
源
内
訳

 国庫支出金

金

千円 114 109 13

相

7 99 106 106 1

談

06
 県支出金 千円 0

事

0 0 0 0 0 0
 地方債

業

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

政

その他 千円 0 0 0 0 0

策

0 0
 一般財源 千円 2

こ

63 1 209 0 0 0 0

の

人件費Ｂ 千円 9,81

事

4.3 9,829.3

務

9,748.3 9,7

事

48.3 9,748.

業

3 9,748.3 9,

施

748.3
正職員従事

策

時間×人数 時間×人 5

の

81× 4 581× 4 5

位

81× 4 581× 4 5

置

81× 4 581× 4 5

基

81× 4
正職員以外の

本

人件費 千円 1,169

事

1,184 1,103

業

1,103 1,103

主

1,103 1,103

管

その他の費用Ｃ 千円 2

課

02 202 202 20

名

2 202 202 202

課

トータルコストA+B

長

+C 千円 10,393

名

.3 10,141.3

こ

10,296.3 10

の

,049.3 10,0

事

56.3 10,056

務

.3 10,056.3

事

単位あたりコスト ① 千

業

円/人 1.7 1.7 1

の

.7 1.7 1.7 1.

開

7 1.7
（ﾄｰﾀﾙｺ

始

ｽﾄ/(2)の対象指

時

標）② 千円/ 0 0 0 0

期

0 0 0

1

事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

進展等による環境変化

業

□ ある
に伴い、目的を

名

見直す（目
その理由

的

N

の追加・拡充又は絞込

o

）

必要はありませんか

.

？ ■ ない

有
効
性

法定受

1

託事務のため、事務内

8

容が定まられており変

4

更はできないが、窓口

年

対応
今以上に事業の成

金

果を向上
の中で各手続

相

きや相談業務は行って

談

いるため、より良い行

事

政サービスに努める
さ

業

せる方法を記入して下

２

さ
。

い。 内　容
※(3

評

)の成果指標を向上さ

価

せる

　ことはできます

　

か？

年金事務所からの

Ｃ

職員派遣中止のため、

Ｈ

利便性は低下した。
目

Ｅ

的達成状況 内　容

□民

Ｃ

間への一部委託 □民間

Ｋ

への全部委託
市関与の

目

必要性 □指定管理 □補

的

助金・負担金助成 ■市

妥

の直営
内　容

　（実施

当

手法） 法定受託事務の

性

ため、変更できない

効

こ

率
性

法定受託事務のた

の

め、統廃合は困難であ

事

る。
事務事業の統廃合

業

により、

事業の効率化

の

を図り、成果
内　容

を

必

向上させる方法を記入

要

し

て下さい。

法定受託

性

事務であり、必要な事

は

務のみ行っているため

薄

削減できない。
現状よ

れ

り事業費・人件費を

削

て

減する方法を記入して

得

下

さい。（仕様の変更

ら

、外部 内　容
委託、従

れ

事時間の削減等は

でき

て

ないか？)

公
平
性

受益

い

者の負担はない。
□ あ

る

る ■ 現状で適正
受益者

い

負担はありますか？

ま

ま

た、受益者負担割合は

せ

適 ■ ない □ 検討が必要

ん

内　容
正ですか？

□ 受

か

益者がいない

３
改
革
改

。

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

 

十

年金事務所からの派遣

分

職員による 年金につい

な

ての詳細について、情

成

報
事業実施上の課題、

果

住 年金相談事業が中止

が

となり、市独自 がなく

理

説明できないので、年

　

金事務
民・議会等から

由

の意見 意　見 で社会保

得

険労務士による相談事

ら

業を 対応策 所を紹介し

れ

、詳細な相談に対応で

て

き
と対応策 行ったが、

い

相談内容が限られた。

ま

るようにした。

社会保

す

険険労務士による年金

か

相談を 変更なし。
R4

？

年度の事業計画は前 変

得

　更
中止した。

年度か

ら

ら変更・追加は 前年度

れ

・
あるか 追　加

今後の

て

事業・コスト・成果の

い

方向性 今後の事業の方

な

向性、改革・改善案
※

い

今年度からの具体的な

事

事業の進め方、手段の

業

見直し等、各方向性の

進

内容

　　　　　　　　

展

　□　拡大 年金相談、

等

手続き等年金事務所で

に

しかできない事務に
　

よ

　　　　　　　　□　

る

改善 ついては年金事務

環

所の紹介で対応する。

境

　　　　　　　　　■

変

　現状維持
　　　　　

化

　　　　□　縮小
　　

あ

　　　　　　　□　統

る

合
　　　　　　　　　

に

□　完了
　　　　　　

伴

　　　□　廃止・休止

い

コストの方向性
　　　

、

　　　　　　→　維持

対

成果の方向性
　　　　

象

　　　　　→　維持

2

を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 184 年金相談事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

①法定受託事務のため、変更できない。②年金事務所からの
この事業の必要性は薄れて □ 得られている

職員派遣中止により、未支給年金、遺族年金の受付ができな
いませんか。十分な成果が 理　由

くなった
得られていますか？ ■ 得られていない

法定受託事務のため、変更で

様

きない
事業進展等によ

式

る環境変化
□ ある

に伴

1

い、対象を見直す（拡

-

その理由
大・縮小）必

2

要はありませ
■ ない

ん

事

か？

法定受託事務のた

務

め、変更できない
事業



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 550 高齢者配食サービス事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 高齢者福祉

主管課名 長寿介護課 課長名 深谷　文雄
この事務事業の開始時期 平成13(2001)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第115条44第2項第2号

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

調理が困難な高齢者に対して、定期的に居宅に訪問し 配食にあたって、食のアセスメント（評価）を実施。
て栄養バランスのとれた食事の提供及び安否の確認を 食の自立の観点から、本人の希望とアセスメント内容
行うため、配食サービスを実施して、永年住み慣れた を検討し、必要な配食数（週1～7日）を決定している
地域で安心して生活を営むことができるよう支援する 。
ことにより、福祉の増進に資することを目的とする。
【ＳＤＧｓの取組：３】

申請に基づき、調理が困難な高齢者に指定された曜日の昼食また

令

は夕食のお弁当を
R3

和

年度に実施した具体的

 

な 届け、同時に安否の

4

確認を行った。
事業の

年

方法、手順、指標に対

度

す
る成果等

事務事業を

（

取り巻く状況は過去と

3

比べ変化しているか (

年

1)活動指標（事務事

度

業の活動量を表す指標

実

）

ひとり暮らし高齢者

施

や、高齢者世帯が増加

分

した 名称 単位
① 配食し

）

た食数 食
変 化

②
内 

事

容

対象(この事業の対

務

象、範囲となる人、物

事

) (2)対象指標（対

業

象の大きさを表す指標

目

）

食のアセスメントで

的

認められた６５歳以上

評

のひとり暮らし又は６

価

名称 単位
５歳以上のみ

表

の世帯（実態把握した

様

独居又は高齢者世帯）

式

① サービス対象となる

1

人数 人
②

目的(この事

-

業によって上記対象を

1

どのような状態にした

記

いのか) (3)成果指

入

標（目的の達成度を示

日

す指標）

配食サービス

令

を申請する（利用する

和

） 名称 単位
① サービス

0

利用を申請人数 人
②

結

4

果(上位基本事業の意

年

図) (4)結果の成果

1

指標（上位基本事業の

2

成果指標）

安心して住

月

み慣れた地域で生活し

0

てもらう 名称 単位
① サ

8

ービスを利用した人数

日

人
②

事務事業の各種指

１

標の実績と見込及び目

事

標

R2年度 R3年度 R

務

3年度 R4年度 R5年

事

度 R6年度 R7年度
指

業

標 ＼ 年度 単位
実績

の

値 計画値 実績値 計画値

現

目標値 目標値 目標値
(

状

1)の ① 食 48,44

　

5 54,870 54,

Ｐ

607 61,500 6

Ｌ

8,800 77,00

Ａ

0 84,700
活動指

Ｎ

標 ②
(2)の ① 人 2,

及

652 2,700 2,

び

334 2,500 2,

Ｄ

500 2,500 2,

Ｏ

500
対象指標 ②
(3

事

)の ① 人 297 290

務

301 310 320 3

事

20 320
成果指標 ②

業

(4)の結果の ① 人 2

名

,841 2,600 3

N

,168 3,400 3

o

,700 3,700 3

.

,700
成果指標 ②

予

5

算費目 会計 06 介護

5

保険特別会計（保険事

0

業勘定） 款 04 項 03

高

目 02

コスト 年度 R2

齢

年度 R3年度 R3年度

者

R4年度 R5年度 R6

配

年度 R7年度
実績値 計

食

画値 実績値 計画値 目標

サ

値 目標値 目標値
事業費

ー

(決算又は予算額)Ａ

ビ

単位 16,956 19

ス

,205 19,113

事

24,814 29,1

業

31 32,830 37

政

,000

財
源
内
訳

 国

策

庫支出金 千円 3,90

こ

7 7,393 7,35

の

8 9,553 11,2

事

15 12,639 14

務

,245
 県支出金 千

事

円 1,953 3,69

業

6 3,679 4,77

施

6 5,607 6,31

策

9 7,122
 地方債

の

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

位

その他 千円 0 0 0 0 0

置

0 0
 一般財源 千円 1

基

1,096 8,116

本

8,076 10,48

事

5 12,309 13,

業

872 15,633
人

主

件費Ｂ 千円 2,693

管

.3 2,693.3 2

課

,693.3 4,36

名

3.6 4,363.6

課

4,363.6 4,3

長

63.6
正職員従事時

名

間×人数 時間×人 18

こ

1× 4 181× 4 18

の

1× 4 391× 3 39

事

1× 3 391× 3 39

務

1× 3
正職員以外の人

事

件費 千円 0 0 0 0 0 0

業

0
その他の費用Ｃ 千円

の

61 61 332 332

開

332 332 332
ト

始

ータルコストA+B+

時

C 千円 19,710.

期

3 21,959.3 2

事

2,138.3 29,

務

509.6 33,82

区

6.6 37,525.

分

6 41,695.6
単

法

位あたりコスト ① 千円

定

/人 7.4 8.1 9.

受

5 11.8 13.5 1

託

5 16.7
（ﾄｰﾀﾙ

事

ｺｽﾄ/(2)の対象

務

指標）② 千円/ 0 0 0

自

0 0 0 0

1

治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ているため、見
事業進

業

展等による環境変化 □

名

ある
直す必要はない。

N

に伴い、目的を見直す

o

（目
その理由

的の追加

.

・拡充又は絞込）

必要

5

はありませんか？ ■ な

5

い

有
効
性

配食を委託す

0

る業者を増やす。
今以

高

上に事業の成果を向上

齢

させる方法を記入して

者

下さ

い。 内　容
※(3

配

)の成果指標を向上さ

食

せる

　ことはできます

サ

か？

達成している。
目

ー

的達成状況 内　容

□民

ビ

間への一部委託 ■民間

ス

への全部委託
市関与の

事

必要性 □指定管理 □補

業

助金・負担金助成 □市

２

の直営
内　容

　（実施

評

手法） 配食委託

効
率
性

価

統廃合することはでき

　

ない。
事務事業の統廃

Ｃ

合により、

事業の効率

Ｈ

化を図り、成果
内　容

Ｅ

を向上させる方法を記

Ｃ

入し

て下さい。

利用者

Ｋ

は増加しているので事

目

業費の削減はできない

的

。
現状より事業費・人

妥

件費を

削減する方法を

当

記入して下

さい。（仕

性

様の変更、外部 内　容

こ

委託、従事時間の削減

の

等は

できないか？)

公

事

平
性

適正である。
■ あ

業

る ■ 現状で適正
受益者

の

負担はありますか？

ま

必

た、受益者負担割合は

要

適 □ ない □ 検討が必要

性

内　容
正ですか？

□ 受

は

益者がいない

３
改
革
改

薄

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

今

れ

後、高齢者世帯や一人

て

暮らし高齢 今後も利用

得

者の声を聞きながら、

ら

事
事業実施上の課題、

れ

住 者の増加が見込まれ

て

ることから、配 業を継

い

続実施し、必要に応じ

る

て事業
民・議会等から

い

の意見 意　見 食サービ

ま

スの需要は増えること

せ

が予 対応策 費の拡大を

ん

図る必要がある。
と対

か

応策 想される。

申請に

。

基づき、調理が困難な

十

高齢者 継続して実施す

分

るため、前年度と同
R

な

4年度の事業計画は前

成

変　更
に指定された曜

果

日の昼食または夕食 様

が

・同規模で実施。
年度

理

から変更・追加は 前年

　

度 ・
のお弁当を届け、

由

同時に安否の確認
ある

得

か 追　加
を行った。

今

ら

後の事業・コスト・成

れ

果の方向性 今後の事業

て

の方向性、改革・改善

い

案
※今年度からの具体

ま

的な事業の進め方、手

す

段の見直し等、各方向

か

性の内容

　　　　　　

？

　　　□　拡大 今後、

得

子ども世代と同居せず

ら

高齢者のみの世帯やひ

れ

と
　　　　　　　　　

て

□　改善 り暮らし高齢

い

者の増加が見込まれる

な

。利用者の声や健
　　

い

　　　　　　　■　現

事

状維持 康状態を把握し

業

ながら継続していく。

進

　　　　　　　　　□

展

　縮小
　　　　　　　

等

　　□　統合
　　　　

に

　　　　　□　完了
　

よ

　　　　　　　　□　

る

廃止・休止
コストの方

環

向性
　　　　　　　　

境

　↑　増加
成果の方向

変

性
　　　　　　　　　

化

→　維持

2

ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容
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事務事業名 No. 550 高齢者配食サービス事業
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利用者は増加している。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

ひとり暮らしと高齢者世帯の他に、日中独居になる場合など柔軟に対
事業進展等による環境変化
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